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１ 団体の概要

２ 行政施策との関係
(１)団体活動に関係する行政施策の目的

(２)上記を代替・補完する団体活動の概要

点検評価表（県出資25％未満の株式会社）

（令和5年4月1日現在）
団　　体　　名 株式会社浜名湖国際頭脳センター
所　　在　　地 浜松市中区和地山三丁目1番7号 設立年月日 平成元年4月26日
代　　表　　者 代表取締役社長　　森永　春二 県 所 管 課 経済産業部商工振興課

団体ホームページ http://www.hamanako.jp

出資者 出資額（千円） 比率（％）

独立行政法人中小企業基盤整備機構 - 23.1 
独立行政法人情報処理推進機構 - 15.4 
静岡県 - 10.6 
浜松市 - 8.5 
メディアミックス株式会社他（52社） - 42.4 

基本財産（資本金） 計 100,000 100.0 

事業内容
・地域のニーズに呼応した情報システム開発事業の実施
・情報関連人材の育成機関として、ＩＴ人材育成事業の実施
・地域産業の高度化や地域振興に関する各種調査・研究の実施

【静岡県の新ビジョン　富国有徳の美しい“ふじのくに”の人づくり・富づくり　2018→2027】
政策5　富をつくる産業の展開
　　　　5-2　富を支える地域産業の振興
　　　　　　(4)　地域を支える魅力ある商業とサービス産業の振興
　　　　　　　 ③　新たなサービス産業の振興

ＩＴ技術者の育成や次世代ソフトウェア技術に係る人材開発を行う「人材育成事業」、地域企業の情報化投資に係
るシステム開発を行う「システム開発事業」などを実施している。



３ 点検評価（県所管課記載）

４ 経営上の課題・改善に向けた取組の方向性

点検項目 県所管課意見
① 県の出資の必要性

が、現在の社会経済
環境において認められ
るか

・頭脳立地法に基づく県の「浜松地域頭脳立地集積促進計画」（平成元年）において、
地域産業の高度化に資する研究開発、研修等を行う中核的機関として、地域振興整備
公団（現：（独）中小企業基盤整備機構）、情報処理振興事業協会（現：（独）
情報処理推進機構）、静岡県、浜松市、及び民間企業等の出資を得て、平成元年に設
立した。
・現在は、県の事業環境整備構想において新事業支援機関の一つとして位置付けられ、
情報関連人材育成事業の支援機関として、公益的な役割を果たしている。
該当なし

R2決算 R3決算 R4決算 R5予算
県支出額（千円）

該当なし

R2.4.1 R3.4.1 R4.4.1 R5.4.1
県派遣職員数（人）

② 県からの補助金、委
託金等の支出につい
て、必要性、有効性
が認められるか

③ 県からの職員派遣に
ついて、必要性、有
効性が認められるか

　近年は新型コロナウイルス感染症により、対面式の営業活動や人材育成研修が制限されるなどの影響を受けながら
も、その他の事業で案件を受託しており、５期連続単年度黒字を計上している。
　DXの推進等、地域における役割が大きくなっている中、地域の課題解決に寄与するため、これまで取り組んできた事
業を今後も継続した上で、新規事業の獲得に向けた活動に注力していく。


